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Ⅰ．事業概要 
 

１．概要 

我が国の産業技術の一層の高度化及び産業競争力の強化を継続的に図っていくため

には、我が国の研究開発の将来を担う質の高い研究者及びその成果を迅速に実用化につ

なげていく優れた資質を有する技術者の養成が極めて重要である。 

このため、産業技術フェローシップ事業では、最先端の研究開発現場及び産学連携機

関等において、高度な能力及び技術力等を修得する機会を提供することにより、様々な

産業技術課題に対して、技術シーズを迅速に実用化・事業化へとつなげていくことので

きる優れた資質を有する人材の養成を図ることを目的とした。 

  本事業は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」と

いう。）の前身である特殊法人新エネルギー・産業技術総合開発機構において平成７年

度から実施し、平成１５年１０月に独立行政法人となった後も、ＮＥＤＯが引き継ぎ実

施した。 

   
２．制度の変遷 
①研究開発分野における養成技術者の養成（平成１５年度～平成１７年度） 
産業技術に係る研究開発の成否は、研究開発を行う者の研究開発能力に依存するとこ

ろが大きいことから、我が国の産業技術の一層の高度化及び産業競争力の強化を継続的

に図っていくためには、我が国の研究開発の将来を担う質の高い研究者の養成が極めて

重要である。 

このため、優れた専門的知識を有する人材を対象に、最先端の研究開発現場等におい

て、高度な研究能力及び技術力を修得する機会並びに幅広い活躍の場を提供することに

より、様々な産業技術課題に対して幅広い視野と経験を有し、技術シーズを迅速に実用

化につなげていくことのできる優れた資質を有する若手研究人材の養成を図った。 

 

②産学連携分野における養成技術者の養成（平成１５年度～平成２２年度） 
知的財産基本法の策定（平成１４年１２月）や国立大学の独法化（平成１６年４月）

等に伴い、我が国の産学連携を取り巻く状況が変化する中、その重要性が急速に高まっ

ている一方で、産学連携をプロデュースできる人材やプロジェクトのマネジメントがで

きる人材が質的にも量的にも不足しており、特に、中長期的に産学連携を発展させ、こ

れによるイノベーションを創出させていくためには、次世代を担う若手人材の養成が極

めて重要である。 

このため、産業技術に係る知見を有する若手研究者自らが専門分野や組織を越えて積

極的に、産学連携機関等の現場において、産学連携業務に従事する機会を提供すること

により、知識融合等によるイノベーションを促進し、様々な産業技術課題に対して幅広

い視野と経験を有し、技術シーズを迅速に実用化・事業化につなげていくことのできる

優れた資質を有する産学連携人材の養成を図った。 
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Ⅱ．評価 
 

１．必要性 
産業技術の一層の高度化及び産業競争力の強化を継続的に図っていくためには、産業

技術に係る知見を有する技術者自ら専門分野や組織を越えて、知識融合等によるイノベ

ーションを促進しうる質の高い若手技術者・研究者の養成が極めて重要である。これら

人材養成を効果的に行うために、本事業では産業技術者養成という研修の立場を確保し

つつ、ＮＥＤＯの座学演習と受入機関によるＯＪＴを組み合わせた養成を実施した。 
 
 ２．効率性 

（１）実施体制 
①平成１５年度～平成１７年度 
ＮＥＤＯと受入機関の委託契約に基づき養成技術者を雇用した上で、それぞれの受

入機関で研究開発・実用化業務に携わることにより資質の向上を図った。 
②平成１８年度以降 

   ＮＥＤＯが養成技術者を直接雇用し、守秘義務及び中立的立場を確保することによ

り、柔軟な活動を可能としており、ＮＥＤＯの管理の下で産業技術研修先としての立

場を確保しつつ受入機関による実践的能力の修得による確実な養成を図った。研究開

発マネジメントの中核機関であるＮＥＤＯ自らがＭＯＴ、知財マネジメント等の研修を

実施することと併せて体系的な知識習得を図ることによって、効率的・効果的な養成を

実施した。 
 
 

受入機関 
（産学連携機関等） 

 
若手人材 

①養成カリキュラムの調整 

 
 ⑦養成

 

 
ＮＥＤＯ 

④ＮＥＤＯフェロー(＊)の雇用 

②申請 ③審査 ③審査 ⑤派遣  ⑥研修 

 
 
 
 
   ＊NEDOフェローとは、「産業技術フェローシップ事業」に採用された産業技術養成技術者をいう。 
   ※平成１８年度以降の実施体制 
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  （２）養成人員の推移 
                                     単位：［人］ 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

継 続 １１２ ７６ ４２ ３７ ９２ ６２  １６     ８

新 規 ５６ １４ ４０ ７６ １０ １０    －   －

合 計 １６８ ９０ ８２ １１３ １０２ ７２   １６     ８

  注）表中の数字は、各年度の養成人員数であり、前年度から継続する者（継続欄）を含む。 
 
 分野別                                単位：［人］ 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

研究開発分

野 
１５０ ７４ ３３ － － － － －

産学連携分

野 
１８ １６ ４９ １１３ １０２ ７２   １６     ８

合 計 １６８ ９０ ８２ １１３ １０２ ７２   １６     ８

  注）表中の数字は、各年度の養成人員数であり、前年度から継続する者を含む。 

 
３．有効性 

平成２４年１月～２月に行った平成１５年度以降に本事業を修了した養成技術者３１８

名のうち現在連絡先が判明している２９０名に対するアンケート調査によれば、現在の勤

務先として、研究開発分野の修了者は研究機関や大学の研究関係部門に多く勤務し、産学

連携分野の修了者は大学の産学連携関係部門に多く勤務しており、いずれの分野の修了者

についても、本事業で修得したスキルが現在の仕事に役立っているとの回答が９割以上、

さらに本事業に対する満足度も９割以上が満足との回答結果となっている。 
 

［修了養成技術者に関するアンケート調査の概要］  

（ⅰ）アンケート対象：平成１５年度以降本事業を修了した養成技術者２９０名 

（回収２０８名、回収率７１．７％）  

（ⅱ）アンケート実施時期：平成２４年１月～２月  

（ⅲ）アンケート項目：現在の勤務先及び業務内容、修得スキルの活用状況、満足度等 
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 現在の勤務先について ①
 

勤 務 先 研究開発分野 産学連携分野 

研究機関（民間を含む） ４５．８％ ２４．８％

大学・高専 ４４．６％ ３９．２％

官公庁・地方公共団体 ４．８％ ４．８％

民間企業（研究機関を除く） ３．６％ ２７．２％

その他 １．２％ ４．０％

 
② 現在従事している業務について（複数回答） 
                                     単位：［人］  

業   務 研究開発分野 産学連携分野 

1.基礎研究 ５６ １４

2.応用研究 ３１ ８

3.開発研究 ３２ １８

4.実用化研究 １９ １６

5.産学連携コーディネーション １ ５７

6.プロジェクトマネジメント ６ ４３

7.知財管理 ２ ２８

8.技術コンサルタント ６ １０

9.大学等での教育 ２７ １５

10.企画・営業・総務・管理・経理 ２ ２８

11.金融・投資 ０ １

12.その他 ５ ３２

 
③ それぞれの分野における関係業務従事者 
【研究開発分野】 
 

業    務 人 数（比率） 

研究開発関係業務（＊１）に従事する者  ７４人（89.2％）

他の業務に従事する者 ９人（10.8％）

合    計 ８３人        

（＊１） 基礎研究、応用研究、開発研究、実用化研究、大学等の教育 

 
4

 



産学連携分野】 【 
業    務 人 数（比率） 

産学連携関係業務（＊２）に従事する者 ８２人（65.6％）

他の業務に従事する者 ４３人（34.4％）

合    計  １２５人         

（＊２） 産学連携コーディネーション、プロジェクトマネジメント、知財管理、技術コンサルタント 

 
④ 養成修了後において、自ら係わった業務の成果（複数回答） 
                                      単位：［人］  

成果項目 研究開発分野 産学連携分野 

特許出願（発明者・出願人） ４９ ２５

論文発表 ７２ ３３

ライセンス契約締結 １ ３０

共同研究契約締結 ２５ ５５

外部資金獲得 

①公的資金 

②民間資金 

３５

２３

５７

２８

事業化・製品化 １１ ３１

 
 現在の仕事に修得スキルが役に立っているか ⑤

 
 非 常 に 役 立

っている 

役立っている どちらでもな

い 

あまり役立っ

ていない 

役立っていな

い 

研究開発分野 ６７．５％ ２２．９％ ４．８％ ２．４％ ２．４％

産学連携分野 ５４．８％ ３５．５％ ３．２％ ５．６％ ０．８％

合  計 ５９．９％ ３０．４％ ３．９％ ４．３％ １．４％
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  ⑥ 本事業への満足度 
 
 

非常に満足 満足 どちらでもない やや不満足 不満足 

研究開発分野 ３１．３％ ６２．７％ ３．６％ １．２％ １．２％

産学連携分野 ３１．２％ ６２．４％  ４．０％ １．６％ ０．８％

合  計 ３１．３％ ６２．５％  ３．８％ １．４％ １．０％

 
 

４．総合評価 
 
 我が国の産業競争力を確保・強化していくためには、研究開発を従来以上に戦略的に

展開し、新たなイノベーションを創出していくことが必要不可欠であるが、本事業はこ

れらイノベーション創出に向けて産業技術シーズを実用化・事業化につなげていくこと

のできる優れた資質を有する人材の養成を図るものであり重要な役割を担うものとな

っている。 
本事業の修了者は、総じて本事業の養成目的の人材として、大学、研究機関等に勤務

し、研究開発や産学連携に関する業務に従事しており、産業技術フェローシップ事業に

参加した結果として修了者が現在の業務を得られていることは事業の成果のひとつと

考えられる。本事業では、養成期間修了後の就職先の斡旋等はしておらず、また、就職

に対しては、個人ごとに異なる事情や採用企業等の事情もあり、必ずしも本人が望むと

おりにはならないものと考えると、研究開発分野修了者の８９％が研究関係業務に、産

学連携分野修了者の６６％が産学連携関係業務にそれぞれ携わっていることは、産業技

術フェローシップ事業そのものの価値が非常に高く、評価が産学官にわたって浸透して

きていることを示していると言える。 

また、養成修了後の成果として、特許出願、論文発表、共同研究契約の締結や外部資

金の獲得など研究推進支援が積極的に行われ、さらにライセンス契約締結や研究成果の

事業化・製品化につなげる等の成果を生み出している。 

以上のとおり、修了養成技術者は養成期間中に学んだ事を活かして、その多くが自ら

の養成分野に関する業務に従事し、研究開発や研究推進支援等を通じて、実用化・事業

化に向けた活動を行い、具体的な成果も生み出していることから、本事業の目的である

優れた資質を有する人材の養成は十分に図られているものと考えられる。 

 

 

 


